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小滝川源流域の大規模崩壊地における復旧治山事業について 

 関東森林管理局 上越森林管理署 合津 菜々実 

 吉川 徹   

 

１ はじめに 

 令和元年６月、新潟県の最西端に位置し、世界有数のヒスイの産地で

ある A E糸魚川市 E

い と い が わ し

Aにおいて、市を流れる一級河川の姫川及びその支流の A

E小滝川 E

こ た き が わ

Aで、広範囲にわたり河川の白濁が確認されました。これによりヘ

リコプターによる現地調査を行った結果、小滝川上流の道路終点から約

２キロ奥地にある国有林内において大規模な山腹崩壊の発生、崩壊地か

らの白濁水の流出が確認されました。（写真１） 

 発生した白濁水は広範囲にわたり、崩壊地から約 27.5 ㎞離れた日本海

まで流出が確認され（写真２）、この影響で糸魚川市では、農業用水の取

水を停止したほか、崩壊地下流の水力発電所や漁業、観光等の様々な産業

に大きな影響を与えました。 

上越森林管理署では、このような山間奥地における大規模な山腹崩壊

及び崩壊地からの白濁水の流出への復旧・対策に向け、継続的に復旧治山

事業を実施してきたため、今回はその事例について取り上げます。 

 

２ 崩壊及び河川白濁の発生起源について 

崩壊地の現況把握及び白濁の原因究明のため現地踏査を行い、学識経験者、自治体関係者からなる「小

滝川上流崩壊地対策検討委員会」を開催し、復旧に向けた対策の方針を立てていきました。 

 

 (１)崩壊発生箇所 

新潟県と富山県の県境、北アルプス最北端の飛騨山脈に位置する A E長栂山 E

ながとがやま

A（標高 2,267ｍ）の小滝川 A

E東俣沢 E

ひがしまたさわ

A源頭部付近（標高約 1,200～1,500ｍ）が今回の崩壊発生箇所になります。 

姫川から西方の山地は、過去の激しい造山活動による断層や褶曲作用により、脆弱な岩盤を構成して

おり、崩壊発生源付近は 25°程度のやや急斜面となっていました。 

【写真３】崩壊地で発生する白濁水 

提供：国土交通省松本砂防事務所 

【写真２】日本海に流出した白濁水 

崩壊地  

【写真１】崩壊地全景 
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 (２)岩石分析 

崩壊要因及び白濁原因究明のため現地踏査を行い、調査地内に分布する岩石を採取し、目視判定、X 線

分析及び薄片鑑定を行いました。 

崩壊地内の岩石には、 A E蛇 E

じ ゃ

A A E紋岩 E

も ん が ん

A、 A E泥質岩 E

でいしつがん

A、 A E砂岩 E

さ が ん

A、 A E凝灰岩 E

ぎょうかいがん

Aが含まれていることが確認されました。 

崩壊地内では、足を踏み下ろすたびに白濁水が発生しており、調査の結果、白濁の原因については、

土壌粒子間の結合力が弱く、水分を含むと液状化しやすいという特徴を持つ、蛇紋岩が起源であるとい

うことが確認されました。（写真３） 

 

 (３)気象状況 

河川の濁りが増加した令和元年６月 12 日～13 日にかけては、降雨はほとんど確認されませんでし

た。一方で、崩壊発生前年の最大積雪深は、過去８年と比較して最も深く、例年に比べて積雪が多い年

でした。そのような中で、糸魚川市では令和元年５月下旬頃から最高気温が例年を大きく上回り、30℃

を超える日を複数回記録しています。（表１） 

これらのことから、脆弱な岩盤から構成されている山腹において、例年以上の積雪が急激な気温上昇

に伴う急速な融雪により、地下水の上昇、斜面の不安定化が起き、崩壊が発生したと考えられます。 

 

３ 復旧治山事業について 

 調査結果及び学識経験者の意見を基に、交通手段の無い山間奥地の急峻な土地条件における、大規模

崩壊地での土砂移動の防止及び早期の緑化に向けた有効な手段として、ヘリコプターを用いて資材運搬

等を行う、 A E航空 E

こ う く う

A A E実 E

じ っ

A A E播工 E

ぱ ん こ う

A、航空コア緑化工、 A E袋型 E

ふくろがた

A A E石 E

い し

A A E詰筋工 E

づめすじこう

Aの３工種を併用して施工することが有

効であると判断しました。 

 

（１）航空実播工 

  航空実播工とは、荒廃山地への緑化手段として、ヘリコプターを用

いて種子や肥料等を散布することにより、早期の緑化を促し、植生回

復や土砂流出防止を図る工法です。 

崩壊地の周辺が中部山岳国立公園特別地域に指定されていること

から、外来種子による生態系の破壊を防止するため、散布種子につ

いては崩壊地下流に自生している種子を使用し、地域性種子による

緑化を実施することとしました。そのため、崩壊地下流域に自生し

ている種子を調査したうえで、ハンノキやヨモギなど計 11 種類の種

【表１】崩壊発生時の気象状況（糸魚川市、気象庁 HP） 

年度 

【写真４】緑化資材散布状況 
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子を現地から採取し、緑化に先立ち採取した種子の発芽率検査等を実施したうえで、肥料などの緑化

資材と一緒にヘリコプターから地域性種苗の散布を行いました。（写真４） 

 

（２）航空コア緑化工 

航空コア緑化工とは、ヘリコプターよりヤナギの枝を崩壊地に投下し、挿し木により緑化を図る工法

です。 

航空実播工において、現地から採取した種子を使用することとしたため、確保できる種子量が通常よ

り少なくなると判断し、航空コア緑化工を併用して施工することとしました。 

航空コア緑化工においても、航空実播工同様、使用

するヤナギの枝については、崩壊地下流域に自生して

いるものを使用し、これに伴い、投下場所を検討する

ため、まず崩壊地下流域においてヤナギの枝の活着試

験を実施しました。発根試験の結果は以下のとおりで

す。 

① ヤナギの枝を覆土せずに放置した場合、３本中

３本が枯死しました。 

② ヤナギの枝の一部を土砂で覆われた状態にする

と、３本中２本において活着しており、発根発

芽の傾向に偏りが確認されました。枯死したも

のについては、枝の元口直径が 20 ㎜未満と一番

細いものでした。 

③ 根本部分を斜面に差し込んだ場合、３本中３本

で発根発芽が確認されました。 

このことから、ヤナギの枝の元口直径は 20mm 以上 50mm 未満のものを使用し、実際の斜面では、水が

流れている箇所近辺に挿し木を投下することにより、水不足による枯死を防ぎ、流水による土砂移動に

より挿し木が適度に覆土するような場所に投下することが望ましいと考えました。 

このように、航空実播工と航空コア緑化工により、外来植物による生態系の破壊の防止と、早期の緑

化の両立を実現させ、地域の環境に配慮した対策を進めていきました。（写真５,６） 

 

（３）袋型石詰筋工 

袋型石詰筋工とは、石を袋に詰め、地表に密着させながら筋状に設置することにより、土砂の移動を

抑制させる工法です。 

【表２】ヤナギの枝の発根試験結果 

【写真５】ヤナギの枝の採取状況 【写真６】ヤナギの枝の投下状況 
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航空実播工と航空コア緑化工の施工にあたり、崩壊地では不安

定化した土砂が豊富な流水により土石流化するなど、斜面が安定

していなかったことから、山間奥地における緑化基礎工としては

施工事例の少ない、ヘリコプターによる袋型石詰筋工を併用して

施工することにより、土砂を安定させ、緑化の定着を促し、将来的

な緑化による濁水軽減を図ることとしました。（写真７、図１） 

 

 

４ 治山事業の施工効果 

 令和元年度に大規模崩壊が発生してから、継続的に復旧治山事業を実施してきました。これらのこと

を踏まえ、令和５年度に崩壊地において航空レーザ計測による地形データの収集を行い、令和元年と比

較した地形変化及び土砂移動量等の現況を把握し、今まで実施してきた治山事業の効果について検証を

行いました。 

 

 (１)土砂移動量の差分解析結果 

 崩壊地全体の面積と平均変動深から流出土砂量を求

めた結果、令和元年と比較して崩壊地から下流への土

砂の流出は確認されませんでした。（表３） 

 崩壊地の内部を細かく区分すると、水の流路となっ

ている箇所ではある程度の侵食は受けていましたが、

その他の箇所については多少の崩れがあっても、袋型

石詰筋工の効果等により、崩壊地内で土砂が堆積して

いることから、治山事業の効果が一定程度表れ、土砂

の流出防止が成されていると判断しました。（図２） 

 

 (２)植生回復状況 

令和５年度に調査飛行を実施し、崩壊地における植生

の回復状況についても目視にて調査を行いました。 

その結果、実播前と比較して、崩壊地ではヤナギやス

スキなどの航空実播工や航空コア緑化工より散布した

地域性種苗の生育が見られ、崩壊地において植生が回復

し緑化が進んでいることが確認されました。（写真８） 

【写真７】袋型石詰筋工設置状況 【図１】復旧治山事業施工状況 

【図２】崩壊地の差分解析図 
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５ まとめ 

 令和元年度から継続的にヘリコプターを用いた復旧治山工事を実施した結果、土砂流出の防止、河川

の白濁の鎮静化、崩壊地での植生の回復が図られ、山間奥地における大規模崩壊地の復旧に着実な効果

が表れていると感じています。 

また、糸魚川市からも河川の白濁が無くなったという報告があり、感謝の声が伝えられています。 

今後は経過観測を行い、これまで実施してきた治山事業の効果についてより詳細な検証を行うととも

に、厳しい気象条件下において、安定した植生回復のためには、継続的な追肥工などの実施により、さ

らなる緑化を促すことが重要であると考えています。 

特に、治山事業における航空レーザを用いた差分解析や地域性種苗を用いた航空緑化工による植生回

復は、まだ施工事例が少ないと考えられ、今後どのような活用方法が最適であるか考えていきたいと思

います。 
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【表３】崩壊地からの土砂収支フロー図 

流出土砂量(m3) 

流出土砂量  
流出土砂量(m3) 

【写真８】崩壊地の植生回復状況 

令和元年６月（崩壊発生直後） 令和４年８月（航空実播工前） 令和５年 10 月 


